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2010: 180）、「集落（ムラ）を基礎と した営良ー 体系の再構築に向けた取組み」 （梅本2010:179）と
いう意味での集落営農は、「経営発展という視点からは限界があり、生活共同体的性絡をもっ『集
落jと経済活動である 『営農jとを分離し、 「集落j営農から『地域j営農への転換と、それにとも
















j也方社会解体の危機に抗するCSAの可能性～（1弘子の米プロジェク ト〉を事例と して～ （藤井）
橋 2014:215）と指摘している。具体的には、 「企業的農業経営者だけではなく、兼業農家、高


























































島世Hl:Ji欽（内女性） 産噴火分瑚ゆl舵需イ荷量｛人）割合作） 農重位章者監 基幹的 I 経営排地面情 耕作政草地
人u （内女性） (ha) 世主術監
2010年 2010年 20昨年 2010年 （向次性｝ 悶（ha) 幅（h,) 2010年回傍
国勢調直結'l. 国勢調宜結果 国勢調査結果 センサス 2010年 2010年 201011: 
2010<1: 調査結果
選争委員 i量fU；白 2015年 I t晴1次産＂ l塙 llX班霊 2015年 センガス センザス センサス センサス 2015年国勢
国軒調査結虫 ②'1¥21X瞳Ji ＠③苛哨12次産事E センサス 2015年 2015年 20日午
2015年
調丘結県
rす市31X高幸 31X粛軍 センガス センザス センザス センサス
10(3) 135, 117 ノi:5 8941 9.4) d 5 410( 8. 4) 8.098(3,991) 15,636 1, 175 820 16, 146 
40(3) i古~ 18,395(29, 3) 記·3•~~： 38 1 (30 1) 9(3) 133. 391 
38.461 (61.3) 702(61. 6) 
6, 683(3, 217) 5, 151(2 221) 15,442 1, 393 875 18, 307 
総贋京高生（戸） 機望者年金農君経営体駐 認定換も昔tl: (2012年／2013年／2014卑） 普通姻賃貸料 (2012年麿12013年度／2014年度）
日興枯事fl'J 販oft.民軍
｛内法人） （内世、人｝ 農業産出額 20日勾度 旧制度2010年 2010年 2014年喧 新制喧
2010勾 2010年 センサス セン"¥Iス
（内米）
2015年度 加入l・ (2伺 l年12 (2002旬l月
センサメ センサス 2015年 2015年
(f・万円） 作並 （平問領 （現It) 月以前加 以降加入｝
2015年 20日年 センサス センザス 円 lOa) 人｝ 畳給者世
ヤンサス センサ兄 受給古敢
1, 336 5. 665 5. 865(43) I. 019(31) 2, 42811, 2751 359 
262. （水踊作14,800) 802 2, 339 111 
310 79. 7. 2凹 820 2 243 205 
1.328 4 653 1 86-1(70) 1 019(31) （内畜産861)
285 167. （水稲作14300) 828 2, 143 257 6. 700 
（水備作目。200)
(It) 広l<l"t、国明調査結＊に上る人口、産業k分額~If就曹昔主主割合、附微量欄以外、 2014'1' 1 ~ 1 日現在 · 201s＜向月1日現在 2016<1:i刈 ！ 日現在（20191jl3~時最新
データ）由主輔を記した ra童書員会活動盤用カードJ （全国農業会議所。 2017. 「興曹委白金活動の見える化」 士国興曜会議所ホームへージ＇ 2014年3月 1~臼 2016年
10H6日・2017'"7月3日監得＇ http• 阿•·nca. OL jp.四 Ed inde>. php）による 凶勢調車桔」1¥11 e St•t 内町ヱクセル貴仁よる 苔欄の最上殴が2014'1の故子であり
そのデータに電化があった場合にその ド段に2015年の駐字、 2016年の敢7を記している
農軍基副主量及（｝属主産出面、島地法前31鳥許可 ・届出、島章青年金の駐字以外It.上段が201o<rt吐拠農休薫センサス（以下「2010年センサスj と略記） 、下段が2015年
農休業センサス（以下「2015年センサスJI:略記）による 隣量産出額｛士、 「句高慢車所得統計（平成18年） J （胴体水曜宵統計部）による 「農地it塙3'1!:許可 。届出j
については、 f農地植れl持動借首等調車結~＼］ （農林水産官経常向島地世帯課調べ）に、島聖者年金町教字i士、｛後）民軍者年金基金調べによる 廃棄岳民主教はIll制fj'.






!-i/l.J!&: l人 口（人） 糟減（人）地減率（%） 男（人） 女（人） 世帯数（世帯）増減（世帯） 憎減率（弛）
77, 330 308 100. 4 37, 916 39, 414 31, 455 192 100. 6 
5,957 企106 98. 3 2, 890 3, 067 2, 188 企7 99. 7 
7, 785 企159 98. 0 3, 872 3, 913 2, 691 企7 99. 7 
1, 789 企176 98. 5 5, 705 6, 084 4, 526 企9 99. 8 
10, 750 企268 97. 6 5, 308 5, 442 3, 610 9 100. 2 
10,605 企286 97. 4 5, 187 5, 418 4, 168 企13 99. 7 
5,942 企231 96. 3 2, 832 3, 110 2, 694 企55 98. 0 
130, 158 • 1534 98. 8 63, 710 66, 448 51, 332 110 102. 0 





































































































































































































































































































































































































































1976年 1986年 1996年 2006年 2016年 僧減率（2016/2006)
行政区 世帯数人口 世俗数人口 世併数人H 世併数人口 世俗；数人口 世－:t~数 人口
蟹沢 24 96 23 74 27 80 29 75 27 67 93. 1覧 89. 3覧
小向 28 147 29 139 33 122 30 99 30 81 100. 0% 81. 8% 
川東 86 353 79 282 73 253 64 201 61 148 95. 3出 73. 6% 
原 146 564 141 533 172 562 129 418 114 306 88.4国 73. 2判
田里子 83 396 85 364 77 338 74 286 67 201 90. 5先 70. 3覧
中川原 18 88 18 76 17 65 J.7 62 16 41 94. 1% 66. 1% 
軍沢 26 145 27 119 26 103 26 94 21 53 80.8出 56. 4覧
ヨ長湯 32 149 29 129 26 105 23 82 23 55 100. 0覧 67. 1判
岩入西 14 65 12 59 11 51 10 35 8 21 80. 0% 60. 0世
岩入＊ 17 67 ！？ 63 16 47 16 39 13 22 81. 3% 56. 4% 


















~＼；： ~~：販鎖販売郎 農林農業家族 峨以 農業就
総、戸総燦販売持ち非持ちJド家ー終 経常』井業経経営経営寄合主業j長上のl止 農業就業人口
年 主計事名称 数 家数 j良家農家 所ー農家＿，井常耕地 j出而依常体体数体数開催 家不 帯員数楽人口 コ数 畑（樹園 阿数 生産年
（戸）（戸） (1＇）有排地作欣来面積 ー J由を除 数（経（経営（経営 （回） （%） 割合 率（%）齢人口f~~ ~~j績回（同く）（同営体）体）体） 問） 率（%）
国首沢 27 7 4 2 4 5 25. 0 25. 0 58. 3 57. 1 
小向 32 22 20 0.67 19 6 28. 2 10.0 
川東 74 34 24 0.30 19 立…
T ． 9 4. 2 29. 6 37. 4 29. 4 
＋ 
JJ( 153 44 33 0.58 37 3 ・ ・． 24 3. 0 23. 8 19. 5 53. 8 ＋ 
2000 田野 76 45 42 0.96 65 4 ・． 4 4. 8 24. 8 38. 2 56. 1 
中川原 16 12 ll l 7 ・4 ・． 2 35. 7 30. 6 27. 3 
＋ 
軍沢 24 20 18 l. 00 30 lO ・． 8 27. 8 30. 4 33. 3 61. 9 
1事湯 25 19 18 2.45 16 36 12 5. 6 34. 2 34. 3 39. I 
岩入 28 20 17 2. 77 21 4 5 1. 8 33. 3 31. 6 33. 3 
自在沢 9 3 7 2 3 3 3 3 33. 3 55. 6 62. 5 40. 0 
小向 19 19 18 1. 81 18 20 19 19 10. 5 29. 9 35. 2 44. 0 
川東 30 20 20 1. 45 16 22 20 20 5. 0 29. 1 38. 2 31. 0 
原 41 29 43 1. 03 33 2 33 29 29 10. 3 29. 4 33. 6 36. 6 
2005 田野 44 42 x 1.63 62 4 46 43 42 l l.9 32. 7 34. 6 35. 5 
中川原 12 1 x 2. 03 10 4 12 12 11 47. 6 31. 6 25. 0 
軍沢 20 19 x 2. 20 30 14 19 19 19 15. 8 38. 2 34. 8 39. 1 
寒I易 18 15 x 2.42 15 9 16 15 15 13. 3 4 l.3 4 l.4 4 l.7 
岩入 16 15 x 3.84 17 2 17 15 15 13. 3 43. I 47. 9 26. I 
蟹沢 16 9 3 6 0. 30 2 3 3 3 3 4 42. 9 57. l 50. 0 
小向 27 18 18 18 1. 24 16 2 19 18 18 5 5.6 41.0 31.6 27.8 
川JR 62 24 15 19 2. 82 14 2 18 15 15 6 6. 7 32. 8 4 l.2 23. 8 
原 127 39 27 43 l. 25 32 2 30 27 27 12 7. 4 32. 4 30. 9 26. 7 
2010 田野 74 39 37 x l.41 72 3 40 38 37 12 8. l 34. 6 29. 7 30. 2 
中川原 15 11 10 x 4. 76 7 2 11 l 10 6 20. 0 48. 7 42. 9 33. 3 
軍沢 26 18 14 31 l. 55 22 8 14 14 14 8 35.7 34.8 3l.7 6l.5 
寒I易 22 16 12 18 l. 77 12 7 12 12 12 6 16. 7 44. 4 4 l. 9 33. 3 
岩入 23 16 14 x 5. 59 17 3 15 14 14 5 52. 9 42. 4 7. J 
蟹沢 27 8 3 5 0. 20 2 。3 3 3 5 33.3 42. 9 57. 1 25. 0 
小向 27 17 17 17 3. 54 15 2 18 17 17 6 5. 9 44. 4 44. 9 27. 3 
川東 58 20 13 15 3. 14 12 14 13 13 6 7.  50. 0 34. 1 7. 1 
原 114 29 20 37 0. 70 27 23 22 20 12 15. 0 42. 6 28. 8 42. 1 
2015 田野 70 34 32 x 1.55 74 3 35 33 32 12 9.4 42.6 34.8 30.8 
中川原 16 9 9 9 6. 30 8 9 9 9 6 50. 0 40. 7 9. 1 
軍沢 25 14 13 x 3.14 18 3 13 13 13 10 15.4 40.0 36.8 2l.4 
寒t易 22 15 13 x 6.82 16 4 14 14 13 6 15. 4 52. 3 31. 8 35. 7 
岩入 23 8 7 x 0. 47 9 。7 7 7 6 61. 1 66. 7 8. 3 
（注） l総j災家＋上地持ち非農家＿$!t作放棄地面積j l農業就業人口率j l段業就業人「！のうち生産年齢人li率jは、 『2015年
農林業センサス農業集落カードデータ宮城県 DVDR版』 （一般社団法人股林統計協会編 ・発行，2017）より作成。その他の欄
は、段林水産＇ti'サイト「統計情報J内 「わが7チ ・わがムラ」における「股村地域の姿Jの各 fJ；！，＼業集落の状況j (2019年4月

































































































































専業。米3.Sha （受託合） ・畜産 白家消費l 中111半 50代後半 炭協野3長 円営
2 中川原 70代後半米！ha・野菜0.2ha・花き なし
妥（野菜 ../Eき。直売） 。，［，！、子自営、山関 （他山 ・鬼首内で勤務。問植えの係 ・被鹿用 下伝い。後継は未定）
専業。米I.Sha （内くい掛けは半分）・野菜3 軍沢 60代後半 段協（型f菜）被雇用I. 2ha ・畜産 妻＋長男（Uターン ・経常主）
米0.54ha （内くい掛け0.44ha＋自家消費
4 立与湯 80代前半米。稲刈りは家族＋｛也の機械作業は委 なし
託） ・自家消費野菜。0.24haを親族に貸地
5 市沢 60代後半米I.75ha（内くい掛け0.75ha) 農協
6 寒品160代後半.＊O.7ha（内0.Shaは借地） なし
7 tit沢 70代前半米！ha（内ゆきむすび0.7ha＋自家消費米用 なしあきたこまち） ・ソパ0.7ha ・牧草0.35ha 






米I.Sha（内くい掛けo.Sha＋あきt：・ま 段協（あき 長（元勤務）＋息子（朝l晩 ・農繁期に8 岩人 60代後半 白」 被周期ち ・委m・知llha たこまち） 伐作業）




























































































現地共同t制c創立、 2014f 9月31:l～7LI、20日／f-2月81二i～9LI ・ 5月61:1～9LI ・ 8月27LI～31 LI、2016f. 
8月22R～26 R、2017年3J116円～19R ・ 8月27R～9月1R ・ 9月29R～30 R、2018年3月8R～1H・8
月27LI～31 LI、2019年3月26LI～29 LIに、 岩崎信彦（神戸大学名脊教授H河村雄郎（研究代表・大谷大学教授）・
小｜勾純子 （札脱学院大学教授）・佐藤洋子（応匁l大学：助教） ら科研メンバーで行なってきた。聞きと り調査に際




















'-EilE J~~業所符統計」 （2019年4月 15 日取引｝. http:/www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nougyou_sansyutu／） よ
り）。
4) Community Supported AgricultureのCommunityを地械と訳している場合が多いが、必ずしも範域限定的















Alternative Farming Systems Information Center Staff compiled. 2017. Community Supported Agriculture 
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